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(57)【要約】
【課題】端末装置において、端末装置依存症にならない
対策を行い、かつ、緊急時に必要となる機能は使用でき
る端末装置を提供する。
【解決手段】端末装置は、使用時間計測部と、使用時間
判定部と、機能制限部とを備える。前記使用時間計測部
は、自装置の使用時間を計測する。前記使用時間判定部
は、前記使用時間計測部が計測した前記使用時間が所定
時間を超えたか否かを判定する。前記機能制限部は、前
記使用時間が前記所定時間を超えたと前記使用時間判定
部が判定した場合、自装置の緊急時に必要となる機能以
外の機能の使用を制限し、所定の時間条件を満足すると
制限した機能の使用を可能にする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自装置の使用時間を計測する使用時間計測部と、
　前記使用時間計測部が計測した前記使用時間が所定時間を超えたか否かを判定する使用
時間判定部と、
　前記使用時間が前記所定時間を超えたと前記使用時間判定部が判定した場合、自装置の
緊急時に必要となる機能以外の機能の使用を制限し、所定の時間条件を満足すると制限し
た機能の使用を可能にする機能制限部と
　を備える端末装置。
【請求項２】
　前記使用時間計測部は、自装置の使用時間として累積時間を計測する
　請求項１に記載の端末装置。
【請求項３】
　前記使用時間判定部は、前記使用時間としてタッチパネルの検出時間を計測する
　請求項１または請求項２に記載の端末装置。
【請求項４】
　前記使用時間判定部は、前記使用時間としてアプリケーションプログラムの起動時間を
計測する
　請求項１から請求項３の何れか一項に記載の端末装置。
【請求項５】
　端末装置の使用時間を計測し、
　計測した前記使用時間が所定時間を超えたか否かを判定し、
　前記使用時間が前記所定時間を超えたと判定した場合、自装置の緊急時に必要となる機
能以外の機能の使用を制限し、所定の時間条件を満足すると制限した機能の使用を可能に
する制御方法。
【請求項６】
　端末装置のコンピュータを
　前記端末装置の使用時間を計測する使用時間計測手段と、
　前記使用時間計測手段により計測した前記使用時間が所定時間を超えたか否かを判定す
る使用時間判定手段と、
　前記使用時間が前記所定時間を超えたと前記使用時間判定手段により判定した場合、前
記端末装置の緊急時に必要となる機能以外の機能の使用を制限し、所定の時間条件を満足
すると制限した機能の使用を可能にする機能制限手段
　として機能させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、端末装置、制御方法、及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在の携帯電話には様々な機能が搭載されており、ネットワークを介した他者とのコミ
ュニケーション、ホームページや動画の閲覧、ショッピングなど、ユーザは様々なことが
できる。携帯電話が普及するにつれ、携帯電話が使用できない状況に置かれると精神的に
不安定になり、場合によってはパニックになるなど携帯電話を手放すことができない、い
わゆる携帯電話依存症になる利用者が増えている。
　特許文献１には、関連する技術として、ゲーム依存症になることを防ぐために使用制限
時間が経過すると強制的に電源をシャットダウンするゲーム機に関する技術が記載されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００３】
【特許文献１】特開２００８－２１６０５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、携帯電話は、ゲームとは異なり音声通話やメールなど緊急時に役立つ機能も
有している。それらの機能は、時として人命を救うことも有り得る重要な機能である。こ
のような携帯電話に対して、特許文献１の技術を用いた場合、必要な時に重要な機能が使
用できないという問題が生じる。
　そのため、端末装置において、端末装置依存症にならない対策を行い、かつ、緊急時に
必要となる機能は使用できる技術が求められていた。
【０００５】
　そこでこの発明は、上記の課題を解決することのできる端末装置、制御方法、及びプロ
グラムを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、本発明の一態様によれば、端末装置は、使用時間計測部と
、使用時間判定部と、機能制限部とを備える。前記使用時間計測部は、自装置の使用時間
を計測する。前記使用時間判定部は、前記使用時間計測部が計測した前記使用時間が所定
時間を超えたか否かを判定する。前記機能制限部は、前記使用時間が前記所定時間を超え
たと前記使用時間判定部が判定した場合、自装置の緊急時に必要となる機能以外の機能の
使用を制限し、所定の時間条件を満足すると制限した機能の使用を可能にする。
【０００７】
　また本発明の別の態様によれば、制御方法は、端末装置の使用時間を計測し、計測した
前記使用時間が所定時間を超えたか否かを判定し、前記使用時間が前記所定時間を超えた
と判定した場合、自装置の緊急時に必要となる機能以外の機能の使用を制限し、所定の時
間条件を満足すると制限した機能の使用を可能にする方法である。
【０００８】
　また本発明の別の態様によれば、プログラムは、端末装置のコンピュータを前記端末装
置の使用時間を計測する使用時間計測手段と、前記使用時間計測手段により計測した前記
使用時間が所定時間を超えたか否かを判定する使用時間判定手段と、前記使用時間が前記
所定時間を超えたと前記使用時間判定手段により判定した場合、前記端末装置の緊急時に
必要となる機能以外の機能の使用を制限し、所定の時間条件を満足すると制限した機能の
使用を可能にする機能制限手段として機能させるプログラムである。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、端末装置において、端末装置依存症にならない対策を行い、かつ、緊
急時に必要となる機能は使用できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の端末装置１０の最小構成の一例を示す図である。
【図２】本発明の第一の実施形態による端末装置１０の外観の一例を示す図である。
【図３】本発明の第一の実施形態による端末装置１０の一例を示す図である。
【図４】第一の実施形態による端末装置１０の処理フローの一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　図１は、本発明の端末装置１０の最小構成の一例を示す図である。
　本発明の端末装置１０は、図１で示すように、少なくとも使用時間計測部１０１と、使
用時間判定部１０２と、機能制限部１０３とを備える。
【００１２】



(4) JP 2015-106904 A 2015.6.8

10

20

30

40

50

　使用時間計測部１０１は、端末装置１０の使用時間を計測する。
　使用時間判定部１０２は、使用時間計測部１０１が計測した端末装置１０の使用時間が
所定時間を超えたか否かを判定する。
　機能制限部１０３は、端末装置１０の使用時間が所定時間を超えたと使用時間判定部１
０２が判定した場合、端末装置１０の緊急時に必要となる機能以外の機能の使用を制限し
、所定の時刻になると制限した機能の使用を可能にする。
【００１３】
＜第一の実施形態＞
　図２は、本発明の第一の実施形態による端末装置１０の外観の一例を示す図である。
　図２で示すように、第一の実施形態による端末装置１０は、筐体１、表示部（タッチパ
ネル）１０６１、ボタン３、電池４、スピーカ１０６２を備える。本発明は、このような
一般的な構成の携帯電話にも適用するものである。
【００１４】
　図３は、本発明の第一の実施形態による端末装置１０の一例を示す図である。
　図３で示すように、第一の実施形態による端末装置１０は、図１で示した本発明の端末
装置１０の最小構成を示す機能を有する使用時間計測部１０１と、使用時間判定部１０２
と、機能制限部１０３とに加え、制御部１０４と、記憶部１０５と、報知部１０６とを備
える。
　また、報知部１０６は、表示部１０６１と、スピーカ１０６２とを備える。
【００１５】
　制御部１０４は、端末装置１０における種々の制御を行う。
　記憶部１０５は、端末装置１０における種々の処理に必要となるデータを記憶している
。
　報知部１０６が備える表示部１０６１は、例えば液晶ディスプレイであり、視覚情報を
表示する。また、報知部１０６が備えるスピーカ１０６２は、音や音声を出力する。
【００１６】
　図４は、第一の実施形態による端末装置１０の処理フローの一例を示す図である。
　次に、第一の実施形態による端末装置１０の処理について説明する。
　ここでは、端末装置１０は携帯電話であるものとする。端末装置１０の電源をオンにし
、１日（２４時間）の間の使用時間の累積時間が端末装置１０の使用時間の上限を超える
と端末装置１０の重要ではない機能に制限を掛ける場合を例に説明する。
【００１７】
　ユーザがユーザ操作により端末装置１０の電源をオンすると、使用時間計測部１０１は
、端末装置１０の使用が開始したか否かを判定する（ステップＳ１）。
　例えば、使用時間計測部１０１は、ユーザが表示部１０６１を押下した際に表示部１０
６１が出力する信号を検出する。また、例えば、使用時間計測部１０１は、アプリケーシ
ョンプログラムを制御する制御部１０４からアプリケーションプログラムの開始時にアプ
リケーションプログラムの開始を示すプログラム開始信号を取得する。その場合、使用時
間計測部１０１は、端末装置１０の使用が開始したと判定する（ステップＳ１、ＹＥＳ）
。
　また、使用時間計測部１０１は、ユーザ操作に応じて表示部１０６１が出力する信号の
検出や、制御部１０４からのプログラム開始信号の取得がない場合、すなわち端末装置１
０の使用が開始していないと判定した場合（ステップＳ１、ＮＯ）、端末装置１０の使用
が開始されるまでステップＳ１の処理を繰り返す。
【００１８】
　使用時間計測部１０１は、端末装置１０の使用が開始したと判定した場合（ステップＳ
１、ＹＥＳ）、端末装置１０の使用時間の計測を開始する（ステップＳ２）。そして、使
用時間計測部１０１は、所定時間後の時間を計測する（ステップＳ３）。
　例えば、使用時間計測部１０１は、カウンタを用いて端末装置１０の使用時間を計測す
る。カウンタの初期値は０であり、端末装置１０の使用時間の計測開始を基点に所定周期
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のクロック信号が入力される毎にカウンタ値を１つ進める（カウンタ値＋１）。このカウ
ンタ値を１つ進めることは、所定時間後における累積時間、すなわちカウンタの１周期毎
の累積時間を計測していることになる。
　なお、このとき、使用時間計測部１０１は、カウンタ値を使用時間判定部１０２に出力
している。
【００１９】
　使用時間判定部１０２は、使用時間計測部１０１からカウンタ値を入力すると、入力し
たカウンタ値が、カウンタに入力されるクロック信号の周期に基づいて予め計算された端
末装置１０の使用時間の上限を示すカウンタ値を超えたか否かを判定する（ステップＳ４
）。
　例えば、カウンタに入力されるクロック信号の周期が１０ミリ秒であるとする。また、
端末装置１０の使用時間の上限を３時間とする。このとき、カウンタに入力されるクロッ
ク信号の周期に基づいて予め計算された端末装置１０の使用時間の上限を示すカウンタ値
は、３６００×３÷（１０ミリ）＝１０８００００（１０進数）となる。従って、端末装
置１０の使用時間の上限が３時間の場合、使用時間判定部１０２は、入力したカウンタ値
がカウンタ値１０８００００を超えるか否かを判定する。
【００２０】
　使用時間判定部１０２が使用時間計測部１０１から入力したカウンタ値が端末装置１０
の使用時間の上限を示すカウンタ値を超えていないと判定した場合（ステップＳ４、ＮＯ
）、使用時間計測部１０１は、端末装置１０の使用が終了したか否かを判定する（ステッ
プＳ５）。
　使用時間計測部１０１は、端末装置１０の使用が終了したか否かを、表示部１０６１へ
のユーザ操作の終了、または、アプリケーションプログラムの終了に基づいて判定する。
使用時間計測部１０１は、例えば、予め設定した時間の間に、表示部１０６１が出力する
信号を一度も検出しない場合に、表示部１０６１へのユーザ操作が終了したと判定する。
また、使用時間計測部１０１は、制御部１０４からアプリケーションプログラムの終了を
示すプログラム終了信号を入力した場合に、アプリケーションプログラムが終了したと判
定する。
　使用時間計測部１０１が端末装置１０の使用が終了していないと判定した場合（ステッ
プＳ５、ＮＯ）、ステップＳ３の所定時間後の累積時間の計測の処理へ戻り、端末装置１
０の使用時間の計測を継続する。
　使用時間計測部１０１が端末装置１０の使用が終了したと判定した場合（ステップＳ５
、ＹＥＳ）、記憶部１０５に現在のカウンタ値を記録する（ステップＳ６）。そして、使
用時間計測部１０１は、ステップＳ１と同様に端末装置１０の使用が開始したか否かを判
定する（ステップＳ７）。
　使用時間計測部１０１は、ユーザ操作に応じて表示部１０６１が出力する信号の検出や
、制制御部１０４からのプログラム開始信号の取得がない場合（ステップＳ７、ＮＯ）、
端末装置１０の使用が開始されるまでステップＳ７の処理を繰り返す。
　また、使用時間計測部１０１は、端末装置１０の使用が開始したと判定した場合（ステ
ップＳ１、ＹＥＳ）、記憶部１０５からステップＳ６で記録したカウンタ値を読み出す（
ステップＳ８）。そして、ステップＳ３の所定時間後の累積時間を計測する処理へ戻る。
このとき、カウンタ値の初期値はステップＳ８で読み出したカウンタ値である。すなわち
、カウンタ値の初期値は、前回端末装置１０の使用が終了した時点における端末装置１０
の使用時間の累積時間である。
【００２１】
　また、ステップＳ４の処理で使用時間判定部１０２は、使用時間計測部１０１から入力
したカウンタ値が端末装置１０の使用時間の上限を示すカウンタ値を超えたと判定した場
合（ステップＳ４、ＹＥＳ）、使用時間の上限に達したことを示す信号を機能制限部１０
３に出力する。
　機能制限部１０３は、使用時間判定部１０２から使用時間の上限に達したことを示す信
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号を入力すると、記憶部１０５から使用制限をユーザに報知する報知情報を読み出す。機
能制限部１０３は、読み出した報知情報を報知部１０６に出力する。
　報知部１０６は、機能制限部１０３から報知情報を入力すると、入力した報知情報に基
づいて、端末装置の機能を制限することを報知する（ステップＳ９）。例えば、報知部１
０６の表示部１０６１は、“機能を制限します”という文字を表示する。また、例えば、
報知部１０６のスピーカ１０６２は“機能を制限します”という音声を出力する。
　そして、機能制限部１０３は、例えば、緊急通報への電話部（図示せず）による発信や
メール部（図示せず）によるメールの受信、ラジオ部やテレビ部（図示せず）による緊急
放送、時計機能などの生活に支障をきたす重要な機能を除き機能に制限を掛ける機能制限
指令を制御部１０４に出力する（ステップＳ１０）。
　制御部１０４は、機能制限部１０３から機能制限指令を入力すると、重要な機能を除き
機能に制限を掛ける（ステップＳ１１）。例えば、記憶部１０５が重要な機能と、その重
要な機能に関連付けられたＩＤ（ＩＤｅｎｔｉｆｉｃａｉｏｎ）などの識別子との一覧を
示すデータテーブルを予め記憶しておく。制御部１０４は、機能制限部１０３から機能制
限指令を入力すると、記憶部１０５から重要な機能と、その重要な機能に関連付けられた
ＩＤ（ＩＤｅｎｔｉｆｉｃａｉｏｎ）などの識別子との一覧を示すデータテーブルを読み
出す。そして、制御部１０４は、そのデータテーブルに含まれるＩＤを持たない機能を起
動させない。
【００２２】
　その後、機能制限部１０３は、端末装置１０が備える時計機能からまたは外部から受信
した時刻情報に基づいて、例えば日付が変わる、または、機能制限を行ってから所定時間
が経過するなど、所定の時間条件を満足すると機能制限の解除を示す機能制限解除指令を
制御部１０４に出力する（ステップＳ１２）。
【００２３】
　制御部１０４は、機能制限解除指令を機能制限部１０３から入力すると、機能制限を解
除する（ステップＳ１３）。このとき、制御部１０４は、機能制限を解除したことを示す
機能解除報知信号を使用時間計測部１０１に出力する。
　使用時間計測部１０１は、制御部１０４から機能解除報知信号を入力すると、カウンタ
のカウント値をリセットし０にする（ステップＳ１４）。そして、ステップＳ１の端末装
置の使用が開始されたか否かの判定の処理に戻る。
【００２４】
　以上、本発明の実施形態による端末装置１０について説明したが、上述の端末装置１０
の処理によれば、使用時間計測部１０１が使用時間の累積時間を計測し、使用時間判定部
１０２が使用時間の上限に達したことを特定し、機能制限部１０３が使用時間の上限に達
したことを報知すると共に、緊急通報への電話部（図示せず）による発信やメール部によ
るメールの受信、ラジオ部やテレビ部による緊急放送、時計機能などの生活に支障をきた
す重要な機能を除き機能に制限を掛ける。
　このようにすれば、端末装置１０において、端末装置依存症にならない対策を行い、か
つ、緊急時に必要となる機能は使用できる。
【００２５】
　なお本発明の実施形態による使用時間計測部１０１は、端末装置１０の使用中にカウン
タ値を進めることで使用時間を計測するものとして説明したが、それに限定するものでは
ない。例えば、使用時間計測部１０１は、タイマを使用して計測し、そのタイマで計測し
た時間を四則演算して端末装置１０の使用時間を求めてもよい。
【００２６】
　なお本発明の実施形態における処理フローは、適切な処理が行われる範囲において、処
理の順番が入れ替わってもよい。
【００２７】
　なお本発明の実施形態について説明したが、上述の端末装置１０は内部に、コンピュー
タシステムを有している。そして、上述した処理の過程は、プログラムの形式でコンピュ
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ータ読み取り可能な記録媒体に記憶されており、このプログラムをコンピュータが読み出
して実行することによって、上記処理が行われる。ここでコンピュータ読み取り可能な記
録媒体とは、磁気ディスク、光磁気ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－ＲＯＭ、半導体メ
モリ等をいう。また、このコンピュータプログラムを通信回線によってコンピュータに配
信し、この配信を受けたコンピュータが当該プログラムを実行するようにしても良い。
【００２８】
　また、上記プログラムは、前述した機能の一部を実現するためのものであっても良い。
さらに、前述した機能をコンピュータシステムにすでに記録されているプログラムとの組
み合わせで実現できるもの、いわゆる差分ファイル（差分プログラム）であっても良い。
【００２９】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定するものではない。また、発明の要旨を逸脱しない範囲で、
種々の省略、置き換え、変更を行うことができるものである。
【符号の説明】
【００３０】
１０・・・端末装置
１０１・・・使用時間計測部
１０２・・・使用時間判定部
１０３・・・機能制限部
１０４・・・制御部
１０５・・・記憶部
１０６・・・報知部
１０６１・・・表示部
１０６２・・・スピーカ

【図１】

【図２】

【図３】
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